
審 第 ８ ５ ３ 号 
答 申 第 １ ８ ８ 号 

     平成２９年８月３日 
 

千葉県知事 鈴木 栄治 様 
 

千葉県個人情報保護審議会 
会 長   土 屋   俊 

 

 
異議申立てに対する決定について（答申） 

 
 平成２７年６月１９日付け○健福第６８０号による下記の諮問について、別紙

のとおり答申します。 
記 

諮問第１７５号 
 平成２７年６月４日付けで異議申立人から提起された、平成２７年４月６日付

け○健福第５９号で行った自己情報不訂正決定に係る異議申立てに対する決定に

ついて 
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諮問第１７５号 

 
答  申 

 

１ 審議会の結論 

千葉県知事（以下「実施機関」という。）が平成２７年４月６日付け○健福第   

５９号で行った自己情報不訂正決定（以下「本件決定」という。）について、千葉

県個人情報保護審議会（以下「審議会」という。）は、次のとおり判断する。 

実施機関の決定は、妥当である。 

 

２ 異議申立ての経緯 

（１）異議申立人は、平成２７年１月２０日付けで、実施機関に対し、千葉県個人情

報保護条例（平成５年千葉県条例第１号。平成２８年千葉県条例第１５号による

改正前のもの。以下「条例」という。）第１６条第１項の規定により「私の医療

保護入院に関わる事前に行われた自宅訪問及び入院に至るまでの身内からの申

請等含む経緯の記録」の開示請求を行った。 

実施機関は、これに対し、平成２７年２月９日付け○健福第１８４８号で、相 

談・訪問指導記録（以下「本件文書」という。）を特定し、自己情報部分開示決 

定（以下「本件部分開示決定」という。）を行った。 

（２）異議申立人は、本件部分開示決定を受けて、平成２７年３月１１日付けで、実

施機関に対し、条例第３１条第１項の規定により、別表１のとおり本件文書の訂

正請求（以下「本件訂正請求」という。）を行った。 

（３）実施機関は本件訂正請求に対し、別表２に記載の部分については、開示を受け

た自己の個人情報の訂正を求めるものではないとして、平成２７年４月６日付け

○健福第５９号で請求を却下し、それ以外の部分については、本件文書は当時担

当者が聞き取った内容又は総合判断した内容を記録したものであり、現在直すも

のではないとして同日付けで本件決定を行ったため、異議申立人は、行政不服審

査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定により、実施機関に対し、平成

２７年６月４日付けで本件決定の取消しを求め異議申立て（以下「本件異議申立

て」という。）を行った。 

（４）実施機関は、本件異議申立てを受けて、条例第４６条第１項の規定により、平

成２７年６月１９日付け○健福第６８０号で審議会に諮問した。 



 2

３ 異議申立人の主張要旨 

（１）異議申立ての趣旨 

「本件決定を取り消す。」との決定を求める。 

（２）異議申立ての理由 

下記、訂正しない理由に記述された内容に納得できないため。 

 ・当時担当者が聞き取った内容を記録したものであり、現在直すものでは 

ない。 

   ・当時担当者が総合判断した内容を記録したものであり、現在直すもので 

はない。 

また、訂正請求を行う前に、「事実ではない記述が掲載されている場合の対

処方法」について、あらかじめ電話での問い合わせをしており、担当者からの

説明にしたがって、訂正請求を行ったものであるにも関わらず、「直すもので

はない」との結論に至ったとのこと。 

「直すものではない」のであれば、虚偽の記述に対して、どのように対処す

べきか、自己情報訂正請求という形式が誤っているならば、問題の原点に立ち

戻り、改めて、その方法、および手段の説明を求める。 

 

４ 実施機関の説明要旨 

（１）本件文書について 

   精神保健福祉相談・訪問記録は、精神保健福祉相談事業において受け付けた、

本人又は第三者からの相談や情報提供等について、記載しているものである。 

本件決定に係る本件文書には、異議申立人及び異議申立人以外の第三者から受

けた異議申立人に関する相談の内容や経緯等が記録されている。 

（２）不訂正部分及びその理由 

   不訂正部分及びその理由については別表３のとおりである。 

（３）異議申立ての検討 

  ア 本件文書は相談・訪問指導記録であり、これは過去の各時点で得られた情報 

を記録することを目的としており、得られた情報の真偽を判断してから記録す

る性質のものではない。 

  イ 千葉県個人情報保護条例第３２条（個人情報の訂正義務）の解釈によると、

「過去の事実を記録することが利用目的であるものについて現在の事実に訂

正することを請求するような場合は、訂正する必要がないと考えられる」とさ

れており、「過去の各時点で得られた情報」という事実を記録している今回の
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記録はこれに合致する。 

  ウ 異議申立書には「虚偽の記述に対する対処方法および手段の説明を求める」

旨も記載されているが、異議申立ては行政庁の不当な処分に関し不服を申し立

てるものであり、当該内容は自己情報不訂正決定に対し求める内容ではない。 

（４）結論 

   以上のことから、本件決定は妥当である。 

 

５ 審議会の判断 

（１）訂正請求について 

条例第３０条第１項では「何人も、開示決定に基づき開示を受けた自己の個人 

情報に事実の誤りがあると認めるときは、実施機関に対し、その訂正・・・の請

求・・・をすることができる。」と規定され、条例第３２条では、「実施機関は、

訂正請求があった場合は、必要な調査を行い、当該訂正請求に理由があると認め

るときは、当該訂正請求に係る個人情報の利用目的の達成に必要な範囲内で、当

該個人情報の訂正をしなければならない。」旨規定されている。 

（２）訂正の要否について 

審議会において見分したところ、本件文書は、千葉県が行う精神保健福祉相談

事業において、○○健康福祉センター（○○保健所）に寄せられた異議申立人以

外の第三者からの相談内容及び実施機関の職員が関係者のもとを訪問して聞き

取った情報並びにこれらの情報を踏まえて有するに至った職員の認識を記載した

ものであり、実施機関に改めて確認すると、一般に、相談・訪問指導記録には相

談者等の発言内容をおおむねそのまま若しくは一部要約して記録することとして

おり、本件についても、これと異なる取扱いはしていないとのことであった。 

そうすると、本件文書は、経過記録として関係者の発言内容等をそのまま記録

することを目的としているものであり、この内容を事後的に訂正すると、経過記

録としての意味を没却することになりかねない。 

したがって、本件文書が経過記録である以上、当時のやり取りや認識などをそ

のまま記載しておくことを要するのであって、後に得られた情報を新たな記録と

して追記することはあっても、記載自体を訂正する余地はないというべきである

から、本件自己情報の記載を訂正しないとした本件決定に違法又は不当な点は認

められない。 

なお、異議申立人のその余の主張は、本件決定の適否に関する審議会の判断に

影響を及ぼすものではない。 
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（３）結論 

以上のことから、「１ 審議会の結論」のとおり判断する。 

 

６ 審議会の処理経過 

  審議会の処理経過は次のとおりである。 
 

審議会の処理経過 
年 月 日 処 理 内 容 

平成２７年 ６月１９日 諮問書の受理 
平成２８年 ２月１６日 実施機関の理由説明書受理 
平成２９年 ６月２７日 審議（平成２９年度第３回第２部会） 

平成２９年 ７月２５日 審議（平成２９年度第４回第２部会） 

 

千葉県個人情報保護審議会第２部会 

氏  名 職 業 等 備 考 
石井 徹哉 千葉大学副学長  
中曽根 玲子 國學院大學専門職大学院法務研究科教授 部会長 
藤岡 園子 弁護士 部会長職務代理者 

（五十音順） 
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別表１ 訂正請求事項 

（相談・訪問指導記録について） 

訂正請求部分 
異議申立人が主張するところの事実 

ページ 訂正前の記述 

   

 

 

別表２ 却下部分 

訂正請求部分 
異議申立人が主張するところの事実 

ページ 訂正前の記述 

  

 

 

 

 

 

別表３ 不訂正部分及び理由 

訂正請求部分 
異議申立人が主張するところの事実 訂正しない理由 

ページ 訂正前の記述 

 

 

   

 

～省略～ 

～省略～ 

～省略～ 


